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研究ノート
産業調整について
-1つの図解一
小 田 正 雄＊
1. 序
小論の課題は， SpecificFactorモデルを用いて産業調整のプロセスを明らか
にすることであるが，その際，国際経済等の分野でよく使われている労働の価
値限界生産物曲線 (Valueof Marginal Product of Labor Curve), 単位コス
ト曲線(UnitCost Curve), Box-Diagram, および生産可能曲線の間の対応関
係を明示したい。これによって，産業調整のプロセスにおいて，生産量，資源
配分，要素価格がどのように変化して行くかが理解しやすくなる。用いるトー
ルは，国際経済手のテキストとして最も定評のある Caves-Frankel-Jones 
「WorldTrade and Payments ; an introduction」6thed, chap 7のAppendix
の図に，単位コスト曲線をつけ加えたものである。
Specific Factorモデルは， Jones(1971)やSamuelson(1971)によって展
開されたモデルで，労働生産性格差によって貿易パターンを説明しようとする
Ricardoモデルや，生産要素の賦存比率の違いによって貿易パターンを説明し
ようとする Heckscher-Ohlinモデルと共に，国際貿易の基本的なモデルとして
定着している。このモデルは 2つの生産要素の中の 1つ（資本）が移動性を欠
き，資本が特定部門に specificであるという点を除けば， Heckscher-Ohlinモ
デルと基本的に同じである。以下，このモデルを用いて，産業調整のプロセス
における要素価格の変化，したがって短期と長期における所得分配の変化を明
示したい。
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2. 仮定とモデル
2財3要素を考える。 j財の生産関数を
Xj=Fj(Lj, Kj) (j= 1, 2) (1) 
とし，生産要素の増加関数， concavity,一次同次性，微分可能性などを仮定す
る。 Ljはj財で雇用される労働量でmobilefactorであるが， Kjはj財に spe-
cificな資本量である。完全競争，完全雇用を仮定する。 pjをj財の価格， W を
賃金率， rjをj財部門における資本のレンタル， aりを j財1単位の生産に投入
される i要素量とすれば，競争利潤条件は
aム(w,r1) w +aK, (w, r1)r1;; か
aム(w,r2)w+aK2(w, rz)rz;;Pz 
(1) 
である。 (1)で変数はw,r1, 乃の 3個， 2本の式がある。したがってパラメター
pjを与えるだけでは， W, Yi, がま決まらない。決めるためには，要素の完全雇
用の條件を加える必要がある。
完全雇用の條件は
叫 (w,r,)Xげ aム(w,r2)ふ =L
aK1(w, r1)X1=K1 
aK2(w, r2)ふ=K2
(2) 
がある。 (2)で3本の式が加わっており，全体で5本の式と 5個の変数から或る
モデルが作られる。
いま初期に pj,L, Kjが与えられ， Xj,w, rjが決まっているとする。こ
の自国が外国と貿易するようになり，財価格が変化するものとする。この財価
格や生産要素量の変化によって，産業調整がどのように進行するかを考える。
自国の輸入財を第1財，輸出財を第2財とし，輸入財は労働集約財，輸出財
は資本集約的であるとする。自国は両財を生産するものとして(1)を変形すれば
0Ljw + 0Kjrj= Pl (j =l, 2) (3) 
を得る。ただし 0Lj= aLjw I pj,0kj = aKjrj I pjでj財部門における労働と資本
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の所得のシェアである。したがって， 0Lj+OKj=lである。また，例えばw=
dw/wである。
いま貿易の開始によって，輸出財の価格P2が上昇し，輸入財の価格，および
生産要素量は一定に止まるとしよう。たの上昇はWを引上げるが， Wの上昇率る
はP2の上昇率P2より小さいので， P2>w>fi1=oとなり，したがって
 ＾r2>P2>w>か>r1 (4) 
を得る。 (4)からこのモデルでも magnificationeffectが成立することが分る。
3. 調整プロセスの固解
以下で使う図は，生産可能曲線， Box-Diagram,労働の価値限界生産物曲線，
および単位コスト曲線で，いずれも周知のものである。ここではそれらを対応
させながら，短期と長期の調整プロセスを考える。短期というのは，資本の
specificityがある場合，長期は 2つの生産要素が共に mobileになる状況をい
う。
図1でT1T2は長期の生産可能曲線， t山は資本はnon-shiftableで労働のみ
移動可能な場合の短期の生産可能曲線である。図 2はBox-Diagramで，資本
と労働の配分を表わす。図 3(a)は両財の生産における労働の価値限界生産物曲
線を表わす。図 3(b)は両財の単位コスト曲線であり，図から第 1財が労働集約
的，第2財が資本集約的であることが知られる。いずれの図においても，初期
の状況はA点で， B点が短期の，またD点が長期の均衡点を表わす。
いま初期に第2財の相対価格がP2!かで与えられれば，生産点は図 1のA,生
産要素の配分点は図2のAである。また図3(a)では VMPL2とVMPムの交点で
労働配分と賃金率 W。が決定され，図3(b)で，両財部門の特殊的資本のレンタル
がroで与えられる。勿論，資本はsectorspecificであるので，その値は部門に
よって違っているが，ここでは単位を適当にとることによって，ともに roの値
で与えられるものとする。
次に自国が外国と貿易をするようになり，交易条件がPi'IPi'で与えられるも
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のとする。しかし資本は短期的には non-shiftableであるので生産最の調整は
砂にそって行われ，生産点はAからBにシフトする。このことは図2ではA点
からB点に水平に移行し，労働のみ第 1財から第2財に向けてシフトすること
になる。図3(a)でも第2財価格の上昇によって VMPLzはP2の上昇幅に応じて
VMPLz'にシフトアップするが，賃金率の上昇幅はたのそれより小さい。賃金率
はw0w'しか上昇せず，それは AGより小さい。図 3(b)でP2のた’への上昇に対
応して，単位コスト曲線も cz'に外側にシフトする。新しい w'に対してとり得る
レンタルの最大値は，第1財では B1に対応する Yi,第2財では B孔こ対応する r2
である。原点からの直線OAの延長線がcz'=pz'と交わる点をEとすれば， B2点
はEの右下の cz'線上にあるので，第2財に specificな資本のレンタルの上昇率
は，恥のそれより大きい。これは(4)式と対応している。 r1は絶対的に下落し， r2
はかを上回る率で上昇している。
しかし，このような短期均衡は，資本がshiftableになる長期では維持されな
い。資本レンタルの格差は資本の，したがってまた労働の移動をひき起こさせ
る。資本と労働の流入によって VMPLz'は VMPLz''に，またその流出によって
VMPムは VMPL1'にシフトする。 3つの図で， B点からD点にシフトする。賃
金率は w'から w"まで低下する。 w"はW。より低い。ここではヘクシャー・オリ
ーンモデルの長期の状態になっているのであり，資本のレンタルは初期の roか
らrdに上昇するが，賃金率は W。よりより低い w"に低下するのである。ヘクシ
ャー・オリーンモデルでは，資本集約財の価格上昇が，賃金率を引下げること
は，周知のことである。なお，図3(b)のrz'は，賃金率が w'に上昇したときに，
第2財部門で初期の価格たのもとで提供し得る最大のレンタルの大きさであ
る。
4. 貿易政策への示唆
以上のような 4つの図を同時に考慮し，その対応関係を明らかにすることに
よって，財価格の変化による産業調整がどのようなプロセスを経て進行するか
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を，統一的に理解することができる。周知のように貿易政策が特定の産業の関
係者の利益を配慮して行われている現実を考慮すれば，このような短期と長期
の側面を，また両側面における要素価格の変化を統一的に図示することは有益
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である。もし輸出財の価格が上昇すれば，輸出財に specificな資本の所有者は
勿論，移動可能な労働者も利益を得る。したがって，その産業全体でその財価
格を引上げる政策に賛成するであろう。もし問題の財が輸入財であれば、輸入
産業全体が輸入財の価格を引上げる政策に賛成するであろう。このようなアプ
ローチは産業調整だけでなく，貿易摩擦が生ずる原因を説明する場合にも有効
である。何故なら貿易摩擦は輸入競争産業で雇用されている生産要素の雇用と
実質報酬率にかかわる問題であるからである。
次に，図3(b)から，産業調整のプロセスで生産要素が利益を得るかどうかを
決める要因として，単位コスト曲線の曲率が重要な役割を果していることが知
られる。もし他の条件が同じであれば，単位コスト曲線の曲率がゆるければゆ
るいほど，一定のコストのもとでの要素価格の変化は大きくなり，したがって，
財価格の変化に伴う要素価格の変化も大きくなる。これは生産技術に依存する
ので，その産業がどのような技術を採用しているかということも，産業調整の
プロセスの進行を左右することになる。
5. 要素量の変化
生産要素の再配分と生産量の変化を中心とする産業調整は，財価格の変化だ
けでなく，生産要素量の変化によっても行われる。ここでは財価格一定のもと
で，特殊的要素氏と一般的要素Lが増加したときに，生産量と要素価格がどの
ように変化するかを考える。
まず財価格一定で氏が増加した場合，第2財部門での労働の限界生産性が高
まるので，図3(a)で VMPL2はVMPLi'のように上方にシフトする。したがっ
て， w,L2, ふは増加し， r1,L1, ふは低下する。また拓は一定であるので，
ゼロ利潤の条件から， Wの上昇は r2を引下げなければならない。図 3(b)で，も
し氏の増加で W。が w'に上昇すれば，氏のレンタルは r1に，氏のレンタルは
ri'に，それぞれ低下しなければならない。
他方Lが増加した場合には，図 4(a)の横軸の長さが△Lだけ長くなり，
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VMPムが△Lだけ右側のシフトする。均衡点はAからBになり，賃金率は W。か
らw'に低下する。△L=AEの増加の中， L.ムだけ第 2財部間での雇用が増
ぇ， L山だけ第1財での雇用が増える。 Kjは一定であるので，図4(c)のように
X1とふが共に増える。 R.lineがLの増加に伴うリプチンスキー線である。こ
のR.lineは必ずしも直線ではない。したがって，この場合リプチンスキー定理
は成立しない。賃金率が下落しているので，両財でのレンタルは増えるが，労
働集約財部門でのレンタルの上昇率がより大きくなる。このことが図 4(bJで示
されている。なお，ここでは両部門でレンタルの格差が存在している。長期的
にこの格差が解消されるためには，資本の部門間移動を通じて賃金率とレンタ
ルの再調整が行われることになるであろう。
6. 結び
Specific Factorsモデルを用いて，財価格と生産要素量の変化による産業調
整のプロセスを考察した。長期と短期では利害が逆転すること，また財価格や
要素量の変化による産業調整が，生産量，生産要素配分，要素価格を変化させ
るプロセスを，簡単な図を使って示すことができることを明らかにした。
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